

紀南中核的交流施設整備事業

様式集及び記載要領

（第二次審査提案書類等）
平成１８年３月

三重県
第二次審査提案書類一覧表

	様式番号
	書類名称
	提出部数
	サイズ
	枚数制限
	備考

	＜提案書表紙＞

	9
	紀南中核的交流施設整備事業

　第二次審査提案書　表紙
	15
	A3
	1
	

	＜概要説明に関する提案書類＞

	10-1
	第二次提案概要説明書－１
	15
	A3
	5以内
	

	10-2
	第二次提案概要説明書－２
	1
	A2
	2以内
	・パネル貼り

	
	
	15
	A3
	2以内
	

	＜全体事業計画に関する提案書類＞

	11-1
	全体事業計画説明書－１　

事業コンセプトに関する提案
	15
	A3
	2以内
	

	11-2
	全体事業計画説明書－２　

集客確保に関する提案
	15
	A3
	2以内
	

	11-3
	全体事業計画説明書－３　

地域連携、地域への波及効果に関する提案
	15
	A3
	2以内
	

	11-4
	全体事業計画説明書－４　

事業スケジュール
	15
	A3
	1
	

	11-5
	全体事業計画説明書－５　

機能別の事業展開に関する提案

(1)コア機能
	15
	A3
	8以内
	

	11-6
	全体事業計画説明書－５　

機能別の事業展開に関する提案

(2)自由提案
	15
	A3
	2以内
	

	＜施設整備計画に関する提案書類＞

	12-1
	施設整備計画説明書－１

基盤整備計画に関する提案
	15
	A3
	2以内
	

	12-2
	施設整備計画説明書－２

　施設計画に関する提案
	15
	A3
	2以内
	

	12-3
	施設整備計画説明書－３

　施設計画概要
	15
	A3
	適宜
	

	12-4
	施設整備計画説明書－４　

施設整備に関する工事費内訳書
	15
	A3
	適宜
	・Excel形式

	12-5
	施設整備計画説明書－５　

工程計画書
	15
	A3
	1
	

	＜経営計画に関する提案書類＞

	13-1
	経営計画説明書－１　

資金調達計画
	15
	A3
	2以内
	

	13-2
	経営計画説明書－２　

事業収支計画
	15
	A3
	3以内
	

	13-3
	経営計画説明書－３　

損益計算書
	15
	A3
	適宜
	・Excel形式

	13-4
	経営計画説明書－４　

キャッシュフロー計算書
	15
	A3
	適宜
	・Excel形式

	13-5
	経営計画説明書－５（１）　

補助金申請額計算書
	15
	A3
	適宜
	・Excel形式

	13-6
	経営計画説明書－５（２）　

補助金申請額計算書（年度別申請額）
	15
	A3
	1
	・Excel形式

	＜事業実施体制等に関する提案書類＞

	14-1
	事業実施体制等説明書－１

　事業実施体制に関する提案
	15
	A3
	2以内
	

	14-2
	事業実施体制等説明書－２

　リスク対応策に関する提案
	15
	A3
	3以内
	

	＜提案図面集表紙＞

	15
	紀南中核的交流施設整備事業

　第二次審査提案図面集　表紙
	15
	A3
	1
	

	＜提案図面集＞

	16-1
	提案図面集ー１

全体イメージ図
	15
	A3
	1
	

	16-2
	提案図面集ー２

基盤整備計画図
	15
	A3
	1
	

	16-3
	提案図面集ー３

施設配置図
	15
	A3
	1
	

	16-4
	提案図面集ー４

　施設計画
	15
	A3
	適宜
	

	＜変更等に関する提出書類＞

	7
	参加辞退届
	1
	A3
	1
	

	8
	構成応募者変更・追加申請書
	1
	A3
	適宜
	


記載要領

１．提出方法及び提出部数等

(1) 提出については、第二次審査提案書類一覧表で指定している部数を提出すること。

(2) 第二次審査提案書（様式9～14-2）及び第二次審査提案図面集（様式15～16-4）は、
それぞれ左側二点綴じ冊子とすること。

ただし、Ａ２パネル貼りの指定のある様式は、別途提出すること。

(3) 様式9～16-4は、指定提出部数に加え、CD-Rに保存のうえ2部提出すること。

２．提出期限

(1) 第二次審査提出資料については、平成18年12月15日（金）午後５時までに三重県地域振興部東紀州活性化・地域特定プロジェクトまで持参すること。

３．一般事項

(1) 各提出書類の様式はホームページからダウンロードし、使用すること。

三重県地域振興部ホームページ：http://www.pref.mie.jp/CHISHIN/HP/　

(2) 各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位は計量法（平成4年法律第51 号）に定める単位とすること。

(3) 図面等を除き、各提出書類で使用する文字の大きさは原則10.5ポイントとすること。

(4) 各様式の応募受付番号は県で記入するので、応募者は記入しないこと。

(5) 各提出書類のサイズ指定については、日本工業規格の定める規格を用い、本様式集及び記載要領においては、Ａ２、Ａ３と表記する。

(6) 各様式の枚数制限は、それを遵守すること。なお、提案をわかりやすく説明するために模式図やイラスト等による表現は可能とするが、規定枚数に含めること。

(7) 各様式の枚数制限が２枚以上の場合は右下頁欄に（頁番号／総枚数）を記すこと。

(8) 各様式において、説明が必要とされている事項については必ず記述すること。

(9) 各様式間において記載内容の整合性を図ること。

(10)造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の箇所に定義を記述すること。

(11)他の様式間で参照が必要な場合には、該当する様式を記述すること。

(12)第二次審査提案書のうち、様式9及び様式11-1～14-2の各提出書類は白黒印刷とする。第二次提案概要説明書（様式10-1～10-2）及び第二次審査提案図面集（様式15～16-4）の各提出図面等は彩色を認める。

(13)使用ソフトは、様式15～16-4はPDF形式で提出することとし、特に指定のある文書以外はMicrosoft Word（Windows版で処理可能なもの）を使用すること。

４．様式ごとの注意事項

(1) 第二次提案概要説明書－１

様式10-1に従い、必要事項を記入すること。

当該様式は、様式11-1～14-2に記載された提案内容の概要版として位置づけられるもので、各様式に記載された内容を簡潔かつわかりやすく整理し、内容の整合のとれた記載とすることに留意すること。

また、本県が公表のために使用することを前提に作成すること。

(2) 第二次提案概要説明書－２

様式10-2に従い、必要事項を記入すること。

当該様式は、様式16-1～16-4に記載された提案内容の概要版として位置づけられるもので、各様式に記載された内容を簡潔かつわかりやすく整理し、内容の整合のとれた記載とすることに留意すること.

また、本県が公表のために使用することを前提に作成すること。

図面等の説明を補足するために文章を付記することを認める。

出力サイズは、Ａ２及びＡ３とし、それぞれの内容は同一のものとする。

ただし、図面等は出力サイズに応じて縮尺を適宜調整すること。

Ａ２は提出の際に、パネル貼りとすること。

(3)  全体事業計画説明書－１　事業コンセプトに関する提案

様式11-1に従い、必要事項を記入すること。

(4)  全体事業計画説明書－２　集客確保に関する提案

様式11-2に従い、必要事項を記入すること。

(5)  全体事業計画説明書－３　地域連携、地域への波及効果に関する提案

様式11-3に従い、必要事項を記入すること。

(6)  全体事業計画説明書－４　事業スケジュール

様式11-4に従い、必要事項を記入すること。

(7)  全体事業計画説明書－５　機能別の事業展開に関する提案

様式11-5～11-6に従い、必要事項を記入すること。

(8)  施設整備計画説明書－１　基盤整備計画に関する提案

様式12-1に従い、必要事項を記入すること。

(9)  施設整備計画説明書－２　施設計画に関する提案

様式12-2に従い、必要事項を記入すること。

(10) 施設整備計画説明書－３　施設計画概要

様式12-3に従い、必要事項を記入すること。

(11) 施設整備計画説明書－４　施設整備に関する工事費内訳書
様式12-4に従い、必要事項を記入すること。

CD-Rでの提出の際には、Excel形式で提出すること。
(12) 施設整備計画説明書－５　工程計画書

様式12-5に従い、必要事項を記入すること。

(13) 経営計画説明書－１　資金調達計画

様式13-1に従い、必要事項を記入すること。

経営計画説明書の他の様式との間で数値等の整合をとること。

金融機関等から融資確約、関心表明又はそれに類する書類を取得している場合

には、その写しを提案書の最後に添付すること。

(14) 経営計画説明書－２　事業収支計画

様式13-2に従い、必要事項を記入すること。

経営計画説明書の他の様式との間で数値等の整合をとること。

(15) 経営計画説明書－３　損益計算書

様式13-3に従い、必要事項を記入すること。

経営計画説明書の他の様式との間で数値等の整合をとること。

CD-Rでの提出の際には、Excel形式で提出すること。

計算の数式及び他のシートとのリンクが残ったままとし、再計算等が可能な状況

で提出のこと。

(16) 経営計画説明書－４　キャッシュフロー計算書

様式13-4に従い、必要事項を記入すること。

経営計画説明書の他の様式との間で数値等の整合をとること。

CD-Rでの提出の際には、Excel形式で提出すること。

計算の数式及び他のシートとのリンクが残ったままとし、再計算等が可能な状況

で提出のこと。

(17) 経営計画説明書－５（１）補助金申請額計算書
様式13-5に従い、必要事項を記入すること。

経営計画説明書の他の様式との間で数値等の整合をとること。

公募要項第４　１補助金の交付に関する条件　及び　紀南中核的交流施設整備事

業支援補助金交付要領に基づき、記入すること。

CD-Rでの提出の際には、Excel形式で提出すること。

計算の数式及び他のシートとのリンクが残ったままとし、再計算等が可能な状況

で提出のこと。

(18) 経営計画説明書－５（２）補助金申請額計算書（年度別申請額）
様式13-6に従い、必要事項を記入すること。

経営計画説明書の他の様式との間で数値等の整合をとること。

公募要項第４　１補助金の交付に関する条件　及び　紀南中核的交流施設整備事

業支援補助金交付要領に基づき、記入すること。

CD-Rでの提出の際には、Excel形式で提出すること。

計算の数式及び他のシートとのリンクが残ったままとし、再計算等が可能な状況

で提出のこと。

(19) 事業実施体制等説明書－１　事業実施体制に関する提案

様式14-1に従い、必要事項を記入すること。

(20) 事業実施体制等説明書－２　リスク対応策に関する提案

様式14-2に従い、必要事項を記入すること。

(21) 提案図面集－１　全体イメージ図

様式16-1に従い、必要事項を記入すること。

各図が施設のどこに該当するのかが明確にわかるよう適切な図名称をつけること。

(22) 提案図面集－２　基盤整備計画図

様式16-2に従い、必要事項を記入すること。

図面等の説明を補足するために文章を付記することを認める。

(23) 提案図面集－３　施設配置図

様式16-3に従い、必要事項を記入すること。

図面等の説明を補足するために文章を付記することを認める。

(24) 提案図面集－４　施設計画

様式16-4に従い、必要事項を記入すること。

施設イメージ図、施設平面図、施設立面図について、各図が施設のどこに該当するのかが明確にわかるよう適切な図名称をつけること。

図面等の説明を補足するために文章を付記することを認める。

(25) 参加辞退届

第一次審査資料提出以降に、参加を辞退する場合には、様式７に従い、必要事項

を記入し、速やかに提出すること。

(26) 構成応募者変更・追加申請書

第一次審査資料提出以降に、応募者の構成の変更を要するやむを得ない事情が生じた場合は、様式８に従い、必要事項を記入し、速やかに提出すること。

その場合は、第一次審査提案書類等様式集の様式５ 参加表明及び参加資格審査申請書に関係書類を添えて提出すること。

　　様　式　集　　
様式　９
紀南中核的交流施設整備事業

第二次審査提案書
平成　　年　　月　　日

	応募者名或いは応募グループ名：　


注　提案書受付番号は、県で記入するので、応募者は記入しないこと。　　　

 応募者名については、第一次審査提出資料の様式５の応募者名を記載すること。
様式　１０－１
第二次提案概要説明書－１
	提案概要（Ａ３、５枚以内）

	紙面の割り付けは応募者の自由とするが、以下の内容を盛り込むこと。

＜事業コンセプトに関する提案の概要＞（様式１１－１の概要）
· 全体事業コンセプト及び土地利用の基本的考え方について、ゾーニング図等を用いて概要を記述する
こと。

＜集客確保に関する提案の概要＞（様式１１－２の概要）
· 集客確保の考え方について、概要を記述すること。

＜地域連携、地域への波及効果に関する提案の概要＞（様式１１－３の概要）
· 地域との交流及び連携に関する提案について、以下の点に留意して概要を記述すること。

①　地域住民や地域の資源・施設との具体的な連携方策
②　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案

· 部材調達に対する考え方について、地域産材の活用の点に留意して、概要を記述すること。

· 資材調達に対する考え方について、地域の農林水産物等の積極的な活用の点に留意して概要を記述す
ること。

· 人材雇用に対する考え方について、地元雇用の点に留意して概要を記述すること。

· 地域住民の日常利用への配慮に関する提案について、地域住民の日常利用を考慮した魅力的なサービ
スの提供の点に留意して概要を記述すること。

＜コア機能の事業展開に関する提案の概要＞（様式１１－５の概要）
· コア機能（体験交流機能、地域産品加工・販売機能、飲食機能、及び宿泊機能）の事業展開（事業内
容、事業規模など）について、「基本構想の理念・コンセプト及び事業スキームとの合致」に留意し
て概要を記述すること。

＜自由提案機能の事業展開に関する提案の概要＞（様式１１－６の概要）
· 自由提案機能の事業展開（事業内容、事業規模など）について、「基本構想の理念・コンセプト及び
事業スキームとの合致」に留意して概要を記述すること。

＜事業スケジュールの概要＞（様式１１－４の概要）

· 設計、着工、竣工、開業、運営の各内容の概要を記述すること。

＜基盤整備計画及び施設整備計画の概要＞（様式１２－１及び１２－２の概要）
· 基盤整備計画（動線計画、造成計画、雨水処理計画、排水・汚水処理計画、道路、駐車場、植栽等）
及び施設計画について、以下の点に留意して概要を記述すること。

①　周辺地域との景観の調和と熊野らしさを感じられる空間と景観の創造
②　利用者の利便性に配慮した動線の確保
③　集客の魅力
④　誰もが使いやすいユニバーサルデザインへの配慮
⑤　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案
⑥　地域住民の日常利用を考慮した魅力的なサービス提供
⑦　利用者の安全の確保
	⑧　管理費の節減に配慮した設計

⑨　クリーンエネルギー、資源循環など環境への配慮

⑩　段階的な施設整備に対する考え方

⑪　10年間及び10年後以降の修繕（日常修繕及び大規模修繕含む）及びリニューアルに対する考え方

＜経営計画の概要＞

· 資金調達の考え方について、概要を記述すること。（様式１３－１の概要）

· 事業収支計画の基本的考え方について、概要を記述すること。（様式１３－２の概要）

· 補助対象経費及び補助金申請額を記載すること（事業期間中の総額）。（様式１３－５の概要）

補助対象

経　　費

（千円）

うち補助

金申請額

（千円）

補助対象経費合計

施設整備に要する経費

調査設計費

基盤整備に要する経費

施設整備に要する経費

什器備品費

開業準備に関する経費

施設機能に基づく事業実施に必要な経費

その他、開業に必要と認められる経費

長期借入金にかかる利子

長期借入に係る利子のスプレッド

　　　　　％

＜事業実施体制に関する提案の概要＞（様式１４－１の概要）
· 事業実施体制に関する提案について、事業実施会社の概要、整備及び運営に関わる事業者の関係、
責任・役割分担、実績等について概要を記述すること。

· 事業者（事業チーム）の特徴、実績など、その他セールスポイントを記述すること。

＜リスク対応策に関する提案の概要＞（様式１４－２の概要）

· リスク対応策の基本的考え方について、概要を記述すること。




様式　１０－２
第二次提案概要説明書－２
	提案概要（Ａ２、Ａ３　２枚以内、なおＡ２はパネル貼りとすること。）


＜施設整備計画の概要（図面編）＞

・様式16-1～16-4の提案内容を整理し、概要版として２枚で表現すること。

・図面等の説明を補足するために文章を付記することを認める。

・出力サイズは、Ａ２及びＡ３とし、それぞれの内容は同一のものとする。

・ただし、図面等は出力サイズに応じて縮尺を適宜調整すること。



様式　１１－１
全体事業計画説明書－１　事業コンセプトに関する提案
	事業コンセプトに関する提案（Ａ３、２枚以内）

	・全体事業コンセプトについて、以下の点に留意して具体的に記述すること。

①　基本構想の理念・コンセプト及び事業スキームとの合致

②　地域の活性化へ資する取組み

・土地利用の基本的考え方について、ゾーニング図等を用いて具体的に記述すること。




様式　１１－２
全体事業計画説明書－２　集客確保に関する提案
	集客確保に関する提案（Ａ３、２枚以内）

	・集客確保の考え方について、以下の点に留意して具体的に記述すること。

①　集客確保の基本的考え方

②　集客ターゲット

③　年度別集客予測

④　集客確保の具体的な方策

⑤　リピーター対策

・なお、様式11-5～11-6における、機能別の集客確保の考え方については、本様式でまとめて記述することは差し支えない。




様式　１１－３
全体事業計画説明書－３　地域連携、地域への波及効果に関する提案
	地域連携、地域への波及効果に関する提案（Ａ３、２枚以内）

	・提案に際して、地域との連携や地域への波及効果に対する姿勢・考え方を簡潔に記述すること。

・地域との交流及び連携に関する提案について、以下について具体的に記述すること。

①　地域住民や地域の資源・施設との具体的な連携方策
②　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案

・なお、様式11-5～11-6における上記項目については、本様式でまとめて記述することは差し支えない。

・部材調達に対する考え方について、地域産材の活用の点に留意して具体的に記述すること。

・資材調達に対する考え方について、地域の農林水産物等の積極的な活用の点に留意して具体的に記述すること。

・人材雇用に対する考え方について、地元雇用の点に留意して具体的に記述すること。

・地域住民の日常利用への配慮に関する提案について、地域住民の日常利用を考慮した魅力的なサービス提供の点に留意して具体的に記述すること。






様式　１１－４
全体事業計画説明書－４　事業スケジュール
	事業スケジュール（Ａ３、１枚）


· 設計、着工、竣工、開業、運営の各内容が確認できるようにスケジュールを記述すること。なお、見やすさを損なわない程度に詳しく記述すること。

· 段階的整備や段階的開業を予定する場合には、その内容が明確に確認できるように記述すること。

様式　１１－５
全体事業計画説明書－５　機能別の事業展開に関する提案　（１）コア機能

	機能別の事業展開に関する提案　（１）コア機能（Ａ３、８枚以内）

	・コア機能（体験交流機能、地域産品加工・販売機能、飲食機能、及び宿泊機能）の事業展開について、「基本構想の理念・コンセプト及び事業スキームとの合致」に留意し、
機能ごとに以下の点について具体的に記述すること。

①　事業内容の展開（年度別の事業展開及び中長期的な事業展開の考え方を含む）

②　事業規模（投入資金、収入規模、人員配置計画、ピーク・オフピーク等の時期に応じた体制等）

③　想定客単価

④　事業及び施設の運営に関する考え方（営業時間、休業日等の具体的な運営方法を含む）

⑤　集客確保に関する考え方（集客ターゲット、年度別集客予測、集客確保の方策等）

※「⑤　集客確保に関する考え方」については、様式11-2でまとめて記述することは差し支えない。
なお、年度別集客予測の根拠となる資料（例：国内の類似施設の事業概要と集客状況が把握できる資料）を別途添付すること（枚数制限外）。

・管理運営期間を通じたサービス計画について、具体的に記述すること。

①　顧客満足度の維持・向上に関する具体的取り組み（顧客満足度調査、クレーム対応）

②　施設内における事故や災害等に対する危機管理体制

・コア機能の事業展開において、以下の提案内容に関する具体的な実現方法について記述すること。

①　地域の活性化へ資する取組み

②　クリーンエネルギー、資源循環など環境への配慮

③　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案
④　周辺地域との景観の調和と熊野らしさを感じられる空間と景観の創造
⑤　誰もが使いやすいユニバーサルデザインへの配慮
⑥　地域住民や地域の資源・施設との具体的な連携方策

※「③　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案」及び「⑥　地域住民や地域の資源・施設との具体的な連携方策」については、様式11-3でまとめて記述することは差し支えない。




様式　１１－６
全体事業計画説明書－５　機能別の事業展開に関する提案　（２）自由提案

	機能別の事業展開に関する提案　（２）自由提案（Ａ３、２枚以内）

	・自由提案機能の事業展開について、「基本構想の理念・コンセプト及び事業スキームとの合致」に留意し、以下の点について具体的に記述すること。

①　事業内容（年度別の事業展開及び中長期的な事業展開の考え方を含む）

②　事業規模（投入資金、収入規模、人員配置計画、ピーク・オフピーク等の時期に応じた体制等）

③　想定客単価

④　事業及び施設の運営に関する考え方（営業時間、休業日等の具体的な運営方法を含む）

⑤　集客確保に関する考え方（集客ターゲット、年度別集客予測、集客確保の方策等）

※「⑤　集客確保に関する考え方」については、様式11-2でまとめて記述することは差し支えない。
なお、年度別集客予測の根拠となる資料（例：国内の類似施設の事業概要と集客状況が把握できる資料）を別途添付すること（枚数制限外）。

・自由提案機能の事業展開において、以下の提案内容に関する具体的な実現方法について記述すること。

①　地域の活性化へ資する取組み

②　クリーンエネルギー、資源循環など環境への配慮

③　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案
④　周辺地域との景観の調和と熊野らしさを感じられる空間と景観の創造
⑤　誰もが使いやすいユニバーサルデザインへの配慮
⑥　地域住民や地域の資源・施設との具体的な連携方策

※「③　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案」及び「⑥　地域住民や地域の資源・施設との具体的な連携方策」については、様式11-3でまとめて記述することは差し支えない。




様式　１２－１
施設整備計画説明書－１　基盤整備計画に関する提案
	基盤整備計画に関する提案－２（Ａ３、２枚以内）

	・動線計画、造成計画、雨水処理計画、排水・汚水処理計画、道路、駐車場、植栽等について、以下の点に留意して具体的に記述すること。

①　周辺地域との景観の調和と熊野らしさを感じられる空間と景観の創造
②　利用者の利便性に配慮した動線の確保
③　集客の魅力
④　誰もが使いやすいユニバーサルデザインへの配慮
⑤　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案
⑥　地域住民の日常利用を考慮した魅力的なサービス提供
⑦　利用者の安全の確保

⑧　管理費の節減に配慮した設計

⑨　クリーンエネルギー、資源循環など環境への配慮

⑩　段階的な基盤整備に対する考え方

⑪　10年間及び10年後以降の維持保全に対する考え方




様式　１２－２
施設整備計画説明書－２　施設計画に関する提案
	施設計画に関する提案（Ａ３、２枚以内）

	・施設計画の考え方について、以下の点に留意して具体的に記述すること。

①　周辺地域との景観の調和と熊野らしさを感じられる空間と景観の創造
②　利用者の利便性に配慮した動線の確保
③　集客の魅力
④　誰もが使いやすいユニバーサルデザインへの配慮
⑤　地域外と地域内の人々の交流の場づくりへの提案
⑥　地域住民の日常利用を考慮した魅力的なサービス提供
⑦　利用者の安全の確保

⑧　管理費の節減に配慮した設計

⑨　クリーンエネルギー、資源循環など環境への配慮

⑩　段階的な施設整備に対する考え方

⑪　10年間及び10年後以降の修繕（日常修繕及び大規模修繕含む）及びリニューアルに対する考え方




様式　１２－３
施設整備計画説明書－３　施設計画概要
	施設計画概要（Ａ３、適宜）


	施設名称
	全体
	※２
	
	
	
	

	構造規模
	
	造

地上　　　階、地下　　　階
	造

地上　　　階、地下　　　階
	造

地上　　　階、地下　　　階
	造

地上　　　階、地下　　　階
	造

地上　　　階、地下　　　階

	建築面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	延床面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	建物高さ

（最高軒高さ）
	ｍ

（　　　　　　　　　　ｍ）
	ｍ

（　　　　　　　　　　ｍ）
	ｍ

（　　　　　　　　　　ｍ）
	ｍ

（　　　　　　　　　　ｍ）
	ｍ

（　　　　　　　　　　ｍ）
	ｍ

（　　　　　　　　　　ｍ）

	機能※１
	
	
	
	
	
	

	特徴
	
	（例）

利用目的、収容人数　等
	
	
	
	

	主な諸室
	
	（例）

アトリエ、宿泊室、加工場、事務室　等
	
	
	
	

	付帯施設・外構施設の種類・規模
	
	(例)

・植栽

・車路
	
	
	
	


※１　機能欄には、各施設が担う機能について、「体験交流機能」、「地域産品加工・販売機能」、「飲食機能」、「宿泊機能」、「自由提案」のいずれか或いは複数の機能を記載すること。

※２　施設の数に応じて、適宜記入欄を増減させること。

※３　駐車場、駐輪場、イベント広場等の工作物についても、建物に準じて、本様式において概要を記載すること。


様式　１２－５
施設整備計画説明書－５　工程計画書
	工程計画書（Ａ３、１枚）


· 着工、竣工、作業内容が確認できる工程計画書（工事工程表を含む）を記述すること。なお、見やすさを損なわない程度に詳しく記述すること。

· 様式１１－４　事業スケジュールと齟齬のないように整合をとること。

様式　１３－１
経営計画説明書－１　資金調達計画
	資金調達計画（Ａ３、２枚以内）

	・補助対象経費を含む資金需要全体に対する資金調達の考え方について、具体的に記述すること。

１　資金調達の内訳

金額

金額及び資金提供者名

合計

構成比

施設建設に要する経費

百万円

自己資金

普通株式

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

％

優先株式

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

％

その他

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

％

開業準備に要する経費

百万円

外部資金

長期借入金

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

％

社債

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

％

開業時点の運転資金等

百万円

その他

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

（　　　　　　　）

百万円

％

補助金（当該年度支払分）

－

－

－

百万円

％

資金需要合計

百万円

資金調達合計

百万円

１００．０％

２　長期借入金等の条件

金融機関１（機関名）

借入金利

％

借入金額（計）

百万円

借入条件

（借入時期、返済期間、返済方法等）

基準金利

％

借入元本

　　　　百万円

スプレッド

％

利　　子

百万円

融資確約

有・無

関心表明

有・無

金融機関２（機関名）

借入金利

％

借入金額（計）

百万円

借入条件

（借入時期、返済期間、返済方法等）

基準金利

％

借入元本

　　　　百万円

スプレッド

％

利　　子

百万円

融資確約

有・無

関心表明

有・無

金融機関３（機関名）

借入金利

％

借入金額（計）

百万円

借入条件

（借入時期、返済期間、返済方法等）

基準金利

％

借入元本

　　　　百万円

スプレッド

％

利　　子

百万円

融資確約

有・無

関心表明

有・無

３　上記以外の資金調達の考え方

※１　資金需要のうち、施設建設に要する経費は、様式１２－４の工事費内訳書と整合をとること。また、開業準備に要する経費は、不動産の取得に係る諸税、建中金利、融資手数料等の施設建設に際して
通常必要とされる経費を全て含むものとし、その内訳についてはＡ３の任意様式を添付のうえ明記すること。

２　資金調達企業毎の内訳がわかる形で示し、現在検討している金融機関等（社債においては受託会社等を含む。）の名称、社債内容等を具体的に記入すること。

３　金融機関等から融資確約、関心表明又はそれに類する書類を取得している場合は、その写しを提案書の最後に添付すること（枚数制限外）。

４　長期借入金にかかる利子は、平成18年11月15日の午前10時に発表される東京スワップレファレンスレート（T．S．R）としてテレレート17143ページに提示されている６ヶ月LIBORベース10年物円－円
金利スワップレートを基準金利とすること。




様式　１３－２
経営計画説明書－２　事業収支計画
	事業収支計画（Ａ３、３枚以内）

	・事業収支計画の基本的考え方について、事業の安定性・確実性・健全性の視点を踏まえ、概要を記述すること。

・事業期間中における収入計画及び費用計画について、コア機能及び自由提案機能に区分のうえ、以下の点を含めて具体的に記述すること。

①　収入・費用単価の妥当性（例：類似施設及び周辺相場との比較、収入と費用の連動、固定部分と変動部分の設定）

②　収入・費用見込みの実現性（例：マーケティング調査等に基づく検証、構成企業及び協力企業による委託料の確約）

③　収入確保の実現方策（例：安定需要の確保、プロモーション活動、サービス内容のリニューアル）

④　コスト縮減の実現方策（例：需要変動に応じた人員配置の見直し、メンテナンスフリーへの配慮、光熱水費の抑制）

・収入及び費用の設定根拠については、それぞれの内訳ごとに数量または人工と単価が判別できるよう、Ａ３の任意様式を添付のうえ明記すること（枚数制限外）。

・事業期間中における資金収支について、以下の点を含めて具体的に記述すること。

①　債務償還の確実性（例：補助金収入と借入金返済額の整合、固定金利の設定、優先／劣後の設定）

②　資金不足への対応の確実性（例：現預金の確保、借入金の弾力的返済条項の設定、株主の追加投融資枠の設定）

・資金収支に関する指標について、以下の点を含めて目標値及びその考え方を記述すること。

①　ＰＩＲＲ（事業費総額に対する内部収益率）

②　ＥＩＲＲ（自己資金に対する内部収益率）

③　ＤＳＣＲ（各事業年度の元利金返済余裕度）

・事業期間中における財務管理方針について、以下の点を含めて具体的に記述すること。

①　外部機関による財務モニタリング（例：金融機関、監査法人）

②　内部留保の管理方策（例：株主への配当、積立金の確保、預金口座の管理）





様式　１４－１
事業実施体制等説明書－１　事業実施体制に関する提案
	事業実施体制に関する提案（Ａ３、２枚以内）

	・事業実施体制に関する提案について、以下を含めて具体的に記述すること。

①事業実施会社の概要

・ 事業実施会社の資本金、従業員数等会社の概要を記載すること。

・ 事業実施会社の出資予定者及び出資割合を記述すること。

・ 事業実施会社の役員、中核となる社員についての予定及び人材配置の考え方等について記述すること。

・ 組織図を記載すること。

②事業実施体制の概要

・ 整備及び運営に関わる事業者の関係、出資者（新会社設立の場合は出資予定者）、協力会社、銀行等
融資団体等との関係を図示すること

・ 参加グループの構成企業及び協力企業等の名称、各企業等が本事業において果たす役割等を図示すること。

・ 施設別で設計・建設・維持管理の各業務を実施する企業が異なる場合、施設別に記載すること。


③整備及び運営に関わる事業者の役割分担表

事業者名：

役割分担業務：

(1) 関係性・協力形態

①出資（記入内容：出資の有無、出資割合）：

②資金支援（記入内容：増資予定等）：

③人的支援：

④その他具体的な運営への関与・連携・協力内容：

(2) 役割分担業務に関する実績等


それぞれ、具体的に記述すること。


事業者名：

役割分担業務：

(1) 関係性・協力形態

①出資（記入内容：出資の有無、出資割合）：

②資金支援（記入内容：増資予定等）：

③人的支援：

④その他具体的な運営への関与・連携・協力内容：

(2) 役割分担業務に関する実績等

それぞれ、具体的に記述すること。

※記入欄は適宜追加すること。
④　業績管理方策の概要

· 事業実施会社からグループ構成企業への業務の委託等について、業績管理方策の基本的な考え方を記述すること。

· グループ構成企業の業務を事業実施会社としてどのようにトータルコーディネートするかについて、実現方策を示すこと。

· 事業実施会社の立場でグループ構成企業へのセルフモニタリングをどのように行うかについて、実現方策を示すこと。






様式　１４－２
事業実施体制等説明書－２　リスク対応策に関する提案
	リスク対応策に関する提案（Ａ３、３枚以内）

	・リスク対応策の基本的考え方について、概要を記述すること（構成団体へのリスク移転、保険の付保、株主または金融機関による資金上の対応等）。

・事業実施会社におけるリスク管理体制について、様式１４－１との整合を踏まえ、具体的に記述すること。

・事業の各段階における個別のリスクへの対応策について、具体的に記述すること。

　　想定されるリスクの例示　　排水等の水質悪化等環境への影響、第三者への賠償

　　　　　　　　　　　　　　　運営資金の調達、工事費の増加、管理運営費の増加

　　　　　　　　　　　　　　　開業の遅延、需要の減少、営業の中断、施設の瑕疵、施設機能への再投資など

※なお、需要の減少については、応募者として想定するリスクケースに対する定量的分析をあわせて行うこと。

・リスク対応策の確実性を示す根拠資料（バックアップ企業の関心表明、付保を予定する保険の一覧等）については、Ａ３の任意様式により添付すること（枚数制限外）。

①想定されるリスクの内容

（構成団体の経営悪化等の内部要因を含む）

②リスク発生時の具体的対応策（構成団体へのリスク移転、保険の付保等）

③リスク対応策に関する応募者内の役割分担

（構成団体間のバックアップを含む）




様式　１５
紀南中核的交流施設整備事業

第二次審査提案図面集
平成　　年　　月　　日

	応募者名或いは応募グループ名：　


注　提案書受付番号は、県で記入するので、応募者は記入しないこと。　　　

 応募者名については、第一次審査提出資料の様式５の応募者名を記載すること。
様式　１６－１
提案図面集－１　全体イメージ図
	全体イメージ図（Ａ３　１枚）


以下の全ての内容を含み、１枚で表現すること。

· 敷地全体での事業運営が把握できる全体イメージ図

・　縮尺は用紙にあわせて適宜でよいが、明記すること。

・　なお、適宜、模型写真やイメージコラージュの利用を認める。

様式　１６－２
提案図面集－２　基盤整備計画図
	基盤整備計画図（Ａ３　１枚）


以下の内容を含むものとし、１枚で表現すること。

· 敷地全体の基盤整備計画（動線計画、造成計画、雨水処理計画、排水・汚水処理計画、道路、駐車場、植栽等）を把握できる事項

・　縮尺は用紙にあわせて適宜でよいが、明記すること。

・　なお、図面等の説明を補足するために文章を付記することを認める。

様式　１６－３
提案図面集－３　施設配置図
	施設配置図（Ａ３　１枚）


以下の内容を全て含むものとし、１枚で表現すること。

· 計画地全体の施設配置計画を把握できる事項

· 各施設の施設名

・　縮尺は用紙にあわせて適宜でよいが、明記すること。

・　なお、図面等の説明を補足するために文章を付記することを認める。

様式　１６－４

提案図面集－４　施設計画　


	施設計画 　（Ａ３、枚数適宜）


様式１２－３に記載した全ての施設について、各施設別に下記の内容を記述すること。

（１）施設の概要について記述すること。

	施設名称
	
	備考

	機能※１
	
	

	構造規模
	造、地上　　　　　階、地下　　　　階
	

	建築面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
	

	延床面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
	

	建物高さ

（最高軒高さ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ）
	

	付帯施設・外構施設の種類・規模
	(例)

・植栽

・車路
	


※１　機能欄には、各施設が担う機能について、「体験交流機能」、「地域産品加工・販売機能」、
「飲食機能」、「宿泊機能」、「自由提案」のいずれか或いは複数の機能を記載すること。

※２　駐車場、駐輪場、イベント広場等の工作物についても、建物に準じて、本様式において概要を
記載すること。

（２）施設の各機能別に諸室の面積を、以下の欄に記述する。必要に応じて適宜記入欄を追加すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）

	機能※２
	室名
	（　　　）階
	（　　　）階
	（　　　）階
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※２　機能欄には、各施設が担う機能について、「体験交流機能」、「地域産品加工・販売機能」、
「飲食機能」、「宿泊機能」、「自由提案」のいずれかを記載すること。

（３）施設のイメージ図について、以下の全ての内容を含み、表現すること。

· 外観イメージ図或いは外観パース図

· 内観イメージ図或いは内観パース図

・縮尺は用紙にあわせて適宜でよいが、明記すること。

・なお、適宜、模型写真やイメージコラージュの利用を認める。

（４）各階平面図について、主要な什器・家具等の配置がわかる内容を表現すること。

・縮尺は用紙にあわせて適宜でよいが、明記すること。

（５）施設立面図（主要な立面を２面以上）について、わかりやすく表現すること。

・縮尺は用紙にあわせて適宜でよいが、明記すること。

（６）施設断面図（主要な断面を１面以上）について、わかりやすく表現すること。

・縮尺は用紙にあわせて適宜でよいが、明記すること。


三重県知事　野呂昭彦　様

応　 募 　者 　名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（共同して応募する場合には応募グループ名を記入すること）

　　代表応募者　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　法人等名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　

応　募　者　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　法人等名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　

応　募　者　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　法人等名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　

応　募　者　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　法人等名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　平成１８年１月１６日付で公表された「紀南中核的交流施設整備事業」の提案募集に、参加することを表明し参加資格審査を申請しましたが、参加を辞退します。

担当者　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　




三重県知事　野呂昭彦　様

応　 募 　者 　名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（共同して応募する場合には応募グループ名を記入すること）

　　代表応募者　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　法人等名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
応　募　者　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　法人等名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　

応　募　者　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　法人等名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　

応　募　者　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　法人等名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　平成１８年１月１６日付で公表された「紀南中核的交流施設整備事業」について、下記の理由により、別添のとおり構成する応募者を変更したいので、当該変更・追加後の応募者に係る参加資格確認申請書及び関係書類を添えて提出します。

なお、本様式における変更・追加後の応募者は、「参加資格要件」のすべてを満たしていること、並びにこの申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

	変更前の

応募者
	役割

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
名称又は商号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞




 eq \o\ac(◯,印)
担当者氏　名
所　属
所在地
電　話


ＦＡＸ
E-Mail

	変更後の

応募者
	役割

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
名称又は商号

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
担当者氏　名
所　属
所在地
電　話


ＦＡＸ
E-Mail






＜変更理由＞

※１　記入欄が不足する場合は、裏面に適宜追加してください。
２　応募者を変更・追加することにより、他の構成応募者の本事業における役割を変更する場合には、当該応募者に関しても本様式に準じて作成してください。


グループ構成企業








連携企業名





融資団


・融資会社（銀行）


・その他








会社名





バックアップ企業名





協力企業名





（※その他具体的な


役割を記載）





協力企業





（運営）





頁数　　　／





（建設）











頁数　　　／





頁数　　　　／





頁数　　　／





（競争入札により選定）





頁数　　　／





融資





頁数　　　／








頁数　　　／





頁数　　　／





頁数　　　／





返済





頁数　　　　／





頁数　　　／











頁数　　　　／





様式　８


平成　　年　　月　　日


構成応募者変更・追加申請書





様式　７


平成　　年　　月　　日


参加辞退届








協力企業





（設計）











協力企業





グループ構成企業





頁数　　　／








頁数　　　／




















（記載例）





頁数　　　／








頁数　　　　／





頁数　　　／








グループ構成企業
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